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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は、関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 

４ 第11期の１株当たり配当額12,500円には、コーエーネット営業開始５周年記念配当2,500円及び５期連続増収・増益特別

配当2,500円を含んでおります。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 18,275,822 18,060,943 18,448,163 16,009,059 14,315,795

経常利益 (千円) 1,064,970 1,281,575 1,303,046 1,116,978 843,197

当期純利益 (千円) 590,583 711,073 765,930 665,589 475,410

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 967,900 967,900 967,900 967,900 967,900

発行済株式総数 (株) 19,358 19,358 38,716 77,432 77,432

純資産額 (千円) 2,591,096 2,990,594 3,417,013 3,722,500 3,998,424

総資産額 (千円) 6,686,080 6,254,015 6,585,573 7,093,778 9,742,160

１株当たり純資産額 (円) 133,345.84 153,966.59 88,258.44 48,027.27 51,637.89

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当
額） 

(円) 
12,500.00 

(－) 
17,500.00

(－) 
9,500.00

(－) 
3,750.00 

(－) 
3,000.00

(－) 

１株当たり当期純利益金
額 

(円) 30,002.93 36,210.56 19,587.55 8,548.63 6,139.72

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 38.8 47.8 51.9 52.5 41.0

自己資本利益率 (％) 24.5 25.5 23.9 18.6 12.3

株価収益率 (倍) 9.8 20.7 22.3 41.6 33.4

配当性向 (％) 41.7 48.3 48.5 43.9 48.9

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) △312,864 144,732 568,681 756,890 1,651,704

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) △897,825 556,967 △662,586 △638,899 △951,023

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) △192,692 △241,517 △337,956 △367,815 △289,633

現金及び現金同等物の期
末残高 

(千円) 353,535 813,859 382,239 132,355 543,440

従業員数 
（外、平均臨時従業員
数） 

(名) 
55 
(26) 

45
(16) 

45
(16) 

43 
(17) 

41
(19) 



５ 第12期の１株当たり配当額17,500円には、最高益更新特別配当7,500円を含んでおります。 

６ 第13期の１株当たり配当額9,500円には、特別配当2,000円を含んでおります。 

７ 第13期中に、19,358株の株式が株式分割により増加しております。 

８ 第14期中に、38,716株の株式が株式分割により増加しております。 

９ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  



２【沿革】 

  

 

年月 沿革

平成４年７月 株式会社光栄ソフトを株式会社光栄（ゲームソフト等の企画、開発及び販売・神奈川県横浜

市）の100％出資により設立。家庭用ビデオゲームの企画及び販売を主たる業務とする。 

平成５年４月 同業務が株式会社光栄に統合されたため事業活動休止。 

平成９年12月 商号を株式会社光栄ネットに変更。 

平成10年１月 日本デクスタ株式会社（パソコンソフト及び周辺機器の卸売・東京都板橋区）より営業権を譲

り受け、事業再開。 

平成10年４月 学校法人向けコンピュータ・グラフィックス用システムの営業及び書籍・グッズ等の通信販売

を開始。 

平成10年９月 株式会社光栄より、同社商品（家庭用ビデオゲームソフト及びパソコンソフト）の国内向け独

占的販売権を譲り受け、事業拡大。 

社名表記を株式会社コーエーネットに変更。 

平成11年12月 GAMECITY（ゲームシティ）を開設し、インターネット事業参入。 

平成12年７月 株式会社エルゴソフト（パソコン用ソフト等の企画、開発及び販売・神奈川県横浜市）より、

同社商品（パソコンソフト等）の一部を除く国内向け独占的販売権を譲り受け、事業拡大。 

平成12年10月 福岡営業所（福岡市東区）を開設。 

平成13年６月 日本証券業協会の店頭市場に株式を上場。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、親会社である株式会社コーエー、親会社の子会社である株式会社エルゴソフト等により構成され、家

庭用ビデオゲームソフト、パソコンソフト等の開発及び販売を主な内容とし、事業活動を展開しております。 

  

 事業内容と当社、親会社及び関連当事者の当該事業における位置付けは以下のとおりであります。 

  

（当社） 

株式会社コーエーネット 

当社は家庭用ビデオゲームソフト、パソコンソフト等の卸売及び通信販売を主要業務としております。 

  

（親会社） 

株式会社コーエー 

家庭用ビデオゲームソフト及びパソコン用ゲームソフトの企画ならびに開発を主要業務としております。 

  

（親会社の子会社） 

株式会社エルゴソフト 

パソコン用ビジネスソフトの企画、開発及び販売を主要業務としております。 

  

事業系統図は次のとおりであります。なお、矢印は商品の流れを示しております。 

 
  

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 株式会社コーエーは、有価証券報告書を提出しております。 

２ 議決権の被所有割合欄の（内書）は、間接被所有割合であります。 

３ 株式会社光優による株式会社コーエーの被所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配されているため親会社

としております。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の被所有
割合（％） 

関係内容 

（親会社）     

株式会社コーエー 
神奈川県横浜市
港北区 

9,090,815 ゲームソフト事業 85.36
当社の販売用ソフトの
仕入先であります。 
役員の兼任 ４名 

（親会社）     

株式会社光優 
神奈川県横浜市
港北区 

70,000 

不動産賃貸及び管
理事業ならびに有
価証券の保有・運
用 

85.36
(85.36)

当事業年度末現在、重
要な事業上の関係はあ
りません。 
役員の兼任 １名 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人数であります。 

３ 臨時従業員には、パート及び契約社員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は組織されておりませんが、労使関係は極めて良好であります。 

  

  

    平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

41 (19) 37.7 8.4 5,352 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、堅調な輸出、設備投資など企業部門を中心とした回復が続き、雇用環境の改善とあい

まって景気は順調に推移いたしました。 

 当業界におきましては、新型家庭用ビデオゲーム機の「プレイステーション３」（株式会社ソニー・コンピュータエンタテ

インメント）、「Ｗｉｉ」（任天堂株式会社）の登場に加え、携帯ゲーム機及び同ゲーム機向けソフトが大きく出荷数を伸ば

すなど変革の年でありました。 

 当社におきましては、引き続き家庭用ビデオゲーム機向けソフトの流通拡販に努めるとともに、ｅビジネスの分野では、オ

ンラインゲームのプレイチケット及びネオロマンスイベントチケットの販売強化に努めました。 

 しかしながら、発売予定商品が一部次年度に発売延期になったことなどから、売上高は前期実績を下回りました。 

 これらの結果、当事業年度の売上高は143億15百万円（前年同期比10.6％減）、営業利益は６億68百万円（同28.4％減）、経

常利益は８億43百万円（同24.5％減）、当期純利益は４億75百万円（同28.6％減）となりました。 

 なお、売上高に占めるグループ外商品の比率は25.7％（同12.2ポイント増）となりました。 

  

 分野別の状況につきましては、以下のとおりとなっております。 

  

ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト） 売上高 108億94百万円（前年同期比 ９億47百万円減） 

 平成19年３月発売の「無双OROCHI」（PS2用）は57万本の大ヒットとなり、平成18年11月発売の「戦国無双２Empires」

（同）の23万本や「三國志11」（同）、「遙かなる時空の中で３ 舞一夜」（同）など、株式会社コーエーのタイトルが売上

に寄与いたしました。 

 グループ外のメーカーでは、株式会社バンダイナムコゲームスと株式会社コーエーのコラボレーションによる平成19年３

月発売の「ガンダム無双」（PS3用）が「プレイステーション３」用ゲームソフトとしては最大の29万本のヒットとなりまし

た。また、株式会社ガストの「イリスのアトリエ～グランファンタズム～」（PS2用）が好調であったほか、アイディアファ

クトリー株式会社、株式会社アクワイア、株式会社アスク、株式会社アリカ及び株式会社電遊社のタイトルを専売いたしま

した。 

 しかしながら、予定されていた商品の次年度への発売延期などから、売上高は前年同期比8.0％の減少となりました。 

  

ディストリビューション（パソコンソフト） 売上高 ９億83百万円（前年同期比 ７億68百万円減） 

 株式会社コーエーのタイトルとしては、平成18年３月に発売された「三國志11」の追加受注、同９月に発売された「三國

志11 パワーアップキット」、「同 with パワーアップキット」などが売上に寄与しましたが、大型タイトルの発売がなかっ

たこと、パソコンゲームのオンライン化の進展などが影響し、売上高は前年同期比43.9％の減少となりました。 

  

ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ） 売上高 23億72百万円（前年同期比 17百万円増） 

 株式会社コーエーのオンラインゲーム「大航海時代 Online」の拡張パック「～La Frontera～」及び「信長の野望 

Online」の拡張パック「～破天の章～」のサービス開始によるアップグレードチケットの販売及びネオロマンスイベントチ

ケットによる売上は増加しましたが、通信販売における家庭用ビデオゲームソフトの売上減少などの影響により、売上高は

前年同期比0.7％増にとどまりました。 

  

その他 売上高 65百万円（前年同期比 ５百万円増） 

  

 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前事業年度末に対し４億11百万円増加し、５

億43百万円となりました。 

 当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は16億51百万円（前年同期は７億56百万円の収入）となり、前年同期と比較して８億94百万

円の収入増となりました。これは主に、仕入債務が増加したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は９億51百万円（前年同期は６億38百万円の支出）となり、前年同期と比較して３億12百万

円の支出増となりました。これは、有価証券の取得による支出が、有価証券の売却及び償還による収入を上回ったことによ

るものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は２億89百万円（前年同期は３億67百万円の支出）となり、前年同期と比較して78百万円の

支出減となりました。これは、支払配当金が前年同期を下回ったことによるものであります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社は、卸売業を営んでいるため、商品の仕入実績及び販売実績を記載しております。 

(1）商品仕入実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト）には、家庭用ビデオゲームソフトの卸売分野の数値を記載して

おります。 

３ ディストリビューション（パソコンソフト）には、パソコンソフト及びパソコン周辺機器の卸売分野の数値を記載して

おります。 

４ ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ）には、ＧＡＭＥＣＩＴＹ分野（インターネットを利用した通信販売等）の数値を記載

しております。 

  

(2）販売実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト）には、家庭用ビデオゲームソフトの卸売分野の数値を記載して

おります。 

３ ディストリビューション（パソコンソフト）には、パソコンソフト及びパソコン周辺機器の卸売分野の数値を記載して

おります。 

４ ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ）には、ＧＡＭＥＣＩＴＹ分野（インターネットを利用した通信販売等）の数値を記載

しております。 

５ 売上割合が100分の10以上の取引先はありませんので、記載を省略しております。 

 

区分 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 前期比（％） 

ディストリビューション 
（家庭用ビデオゲームソフト） 

9,442,561 88.4 

ディストリビューション 
（パソコンソフト） 

843,054 54.5 

ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ） 1,924,647 96.5 

その他 11,400 － 

合計 12,221,663 85.9 

区分 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 前期比（％） 

ディストリビューション 
（家庭用ビデオゲームソフト） 

10,894,453 92.0 

ディストリビューション 
（パソコンソフト） 

983,057 56.1 

ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ） 2,372,917 100.7 

その他 65,366 108.9 

合計 14,315,795 89.4 



３【対処すべき課題】 

 当社のビジョンである「コンピュータエンターテインメント商品の国内ＮＯ．１ディストリビューター」を実現し、さらなる

成長を続けていくために、国内外メーカーとのアライアンスをすすめ、グループ外のエンターテインメントコンテンツの取り扱

いを積極的に拡充いたします。また、将来の流通市場環境の変化に柔軟に対応するため、営業体制を再構築し、経営体質の強化

を図るとともに、完全直販体制の確立による収益性の向上を目指します。さらに、コーエーグループのポータルサイトである

「ＧＡＭＥＣＩＴＹ」においては、急成長を続けるブロードバンドネットワークを背景に、増加するアクセス数、市民数及び

ファンクラブ会員数を確実に収益に結びつけていくための、新たなビジネスモデルの構築を行ってまいります。 

  

４【事業等のリスク】 

 当社の経営成績、株価及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中にお

ける将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）コーエー商品への依存について 

 当社は、株式会社コーエーの家庭用ビデオゲームソフト及びパソコンソフトの国内向け販売を独占しております。平成19年

３月期においては、当社の売上高のうちコーエー商品が占める割合は74.3％であります。 

 従って、当社の事業の成長、利益率、市場での競争力等は株式会社コーエーの商品開発力や市場での競争力による影響を受

ける可能性があります。 

  

(2）個人情報の保護について 

 当社は、ポータルサイト「ＧＡＭＥＣＩＴＹ」を通じて通信販売を行っており、お客様の個人情報をお預りしております。

社内での個人情報の管理については、平成17年４月の個人情報保護法の施行に先駆けて、情報の利用・保管等に関する社内規

程を整備し、情報管理の徹底に努めております。しかしながら、コンピュータシステムのトラブルや犯罪行為などにより、情

報の流出や漏洩等不測の事態が発生した場合には、当社に対する損害賠償請求や信用低下などが考えられ、当社の業績及び今

後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

  

(3）ゲームソフトの違法コピー、中古販売に関わる問題について 

 当社が販売するゲームソフトにつきましては、相当数の違法コピーが存在し、売上機会損失の一因となっております。違法

コピーに対しては、メーカー各社が独自に対策を講じておりますが、完全に防止できていないのが現状であります。また、近

年のゲーム業界においては、中古ソフトが市場で流通することにより、リピート販売が極端に低下する傾向にあります。 

 当社は、これらの問題はゲームソフト業界全体の存亡に関わるものと認識しており、ゲームソフト開発者に対して適切な利

益還元を行うため、対策を講じていく所存であります。 

  

 



(4）業績の季節変動について 

 当社における上期・下期別の業績比率は、以下に記載するとおり下期に偏る傾向があります。これは、当社の主力取扱商品

であるゲームソフトの売上がクリスマス・正月等の年末年始及び卒業・入学シーズンである３、４月頃に増加するためであり

ます。ただし、これらはゲームソフト会社の動向によるものであり、今後においても、下期の業績が上期に対して増加すると

は限りません。 

  

  

区分 

前事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

上期 下期 上期 下期 

売上高（百万円） 6,417 9,591 4,413 9,902 

構成比（％） 40.1 59.9 30.8 69.2 

営業利益（百万円） 273 659 21 647 

構成比（％） 29.3 70.7 3.2 96.8 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）株式会社コーエーとの継続的商品売買基本契約 

 株式会社コーエーの製造販売するソフトウェア商品及び関連グッズの継続的売買について、以下の通り契約しております。 

  

契約年月日 平成10年９月30日（平成９年12月25日付契約の改訂） 

有効期間  平成10年９月30日より１年間 

ただし、期間満了１か月前までに当事者いずれからも書面による異議の申し入れがない限り、同一条件で１年

間延長され、その後も同様とする。 

  

(2）株式会社ジャパン・ディストリビューションシステムとの業務委託契約 

 当社の取扱う商品及び販促物の管理、受注処理業務及び配送に関して以下の通り契約しております。 

  

契約年月日 平成10年10月１日 

有効期間  平成10年10月１日から平成13年９月30日 

ただし、期間満了４か月前までに当事者いずれからも書面による異議の申し入れがない限り、同一条件で１年

延長され、その後も同様とする。 

  

 



６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

①資産の部 

 当事業年度末の資産合計は、前事業年度末と比較して26億48百万円（37.3％）増加し、97億42百万円となりました。この

うち流動資産は70億17百万円となり、25億90百万円増加しております。これは主に、３月発売の「ガンダム無双」（PS3

用）、「無双OROCHI」（PS2用）の好調な販売により売掛金が17億42百万円増加したこと及び１年内償還の有価証券が９億48

百万円増加したことによるものであります。 

 有形固定資産は６百万円、無形固定資産は３百万円、投資その他の資産は27億14百万円となり、前事業年度と比較して大

幅な増減はありませんでした。 

  

②負債の部 

 当事業年度の負債合計は、前事業年度末と比較して23億72百万円（70.4％）増加し、57億43百万円となりました。このう

ち流動負債は55億31百万円となり、23億70百万円増加しております。これは主に、好調な販売に伴い仕入れが増加したこと

による買掛金の増加によるものであります。 

 固定負債は２億12百万円となり、前事業年度と比較して大幅な増減はありませんでした。 

  

③純資産の部 

 当事業年度の純資産合計は、前事業年度末と比較して２億75百万円（7.4％）増加し、39億98百万円となりました。 

 利益剰余金合計は１億81百万円（6.8％）増加し、28億42百万円となりました。 

 評価・換算差額等合計は94百万円増加し、20百万円となりました。 

 なお、純資産合計、利益剰余金合計、評価・換算差額等合計は、それぞれ前期の資本合計、利益剰余金合計、その他有価

証券評価差額金と比較しております。 

  

④キャッシュ・フロー 

 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

  

(2）経営成績の分析 

 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1）業績」をご参照ください。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度中に実施した設備投資の総額は21百万円であります。 

 その主なものは、「RentaNet（レンタネット）」事業に関するソフトウェアの取得費用21百万円であります。また、当事業年

度において「RentaNet（レンタネット）」事業を凍結することとしたことから、「RentaNet（レンタネット）」事業に関するソ

フトウェア27百万円を除却しております。 

  

２【主要な設備の状況】 

 （注）１ 本社事務所は株式会社コーエーより賃借しており、面積は345.22㎡であります。 

２ 東京支社の事務所及び倉庫は株式会社リズムスターより賃借しており、面積は887.76㎡であります。 

３ 従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円）
従業員数
（名） 

建物 車両運搬具
工具、器具
及び備品 

合計 

本社 
（神奈川県横浜市港北区） 

営業施設 － － 4,826 4,826 18

東京支社 
（東京都板橋区） 

営業及び保管施設 40 399 673 1,112 15

大阪営業所 
（大阪府大阪市北区） 

営業施設 － － 218 218 4

名古屋営業所 
（愛知県名古屋市東区） 

営業施設 － 49 25 74 2

仙台営業所 
（宮城県仙台市太白区） 

営業施設 － － 90 90 1

福岡営業所 
（福岡県福岡市東区） 

営業施設 － － － － 1

合計 40 448 5,834 6,323 41



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成16年５月31日 終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、所有株式数を１株につき２株の割合を

もって分割いたしました。 

２ 平成17年12月20日 終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、所有株式数を１株につき２株の割合を

もって分割いたしました。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 300,000 

計 300,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年６月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 77,432 77,432 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株
式であり、権
利内容に何ら
限定のない当
社における標
準となる株式 

計 77,432 77,432 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成16年７月20日 
（注）１ 

19,358 38,716 － 967,900 － 167,600

平成18年２月20日 
（注）２ 

38,716 77,432 － 967,900 － 167,600



(5）【所有者別状況】 

  

(6）【大株主の状況】 

 

      
平成19年３月31日現在 

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 4 14 16 3 1 2,378 2,416 － 

所有株式数 
（株） 

－ 420 294 66,342 13 1 10,362 77,432 － 

所有株式数の
割合（％） 

－ 0.54 0.38 85.68 0.02 0.00 13.38 100.00 － 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社コーエー 神奈川県横浜市港北区箕輪町１－18－12 66,096 85.36 

コーエーネット従業員持株会 神奈川県横浜市港北区箕輪町１－23－３ 415 0.54 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 327 0.42 

大野木 弘 千葉県八千代市 260 0.34 

伊藤 通宏 神奈川県鎌倉市 200 0.26 

依田 巽 東京都港区 142 0.18 

蒲沢 公命 宮城県仙台市 139 0.18 

吉澤 純一 栃木県宇都宮市 133 0.17 

襟川 陽一 神奈川県横浜市港北区 116 0.15 

鳥居 勉 栃木県那須塩原市 112 0.14 

計 － 67,940 87.74 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券振替保管機構名義の株式が５株含まれております。また、「議決権の数」

の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 77,432 77,427
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 77,432 － － 

総株主の議決権 － 77,427 － 

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － －

計 － － － － －



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を経営の最優先課題の一つとして位置付けており、配当の安定性及び継続性を考慮しながら、積極

的な利益還元を実施する方針であります。具体的な数値といたしましては、当事業年度より、配当方針を従来の「年間配当性向

30％あるいは１株当たり年間配当3,750円を維持する」ことから「年間配当性向50％あるいは１株当たり年間配当3,750円を維持

する」ことに変更し、毎期の業績に応じて配当金額を決定してまいります。 

 当事業年度の期末配当金につきましては、前期比で減収減益となったことから減配することといたしましたが、年間配当性向

48.9％に当たる１株当たり3,000円の配当を実施いたしました。 

 内部留保金につきましては、新規事業活動に対する資金に充当し、より一層の事業拡大に努める所存であります。 

 当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としており、その決定機関は、株主総会であります。なお当社は、

「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当をすることができる。」旨を定款に定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダッ

ク証券取引所におけるものであります。なお、第13期の最高・最低株価のうち上段、中段は日本証券業協会、下段は

ジャスダック証券取引所の公表によるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

  

 

年月日決議 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 

平成19年６月22日定時株主総会決議 232,296 3,000 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 373,000 820,000 
1,470,000

※ 680,000 
485,000 

2,800,000
※ 654,000 

634,000 

最低（円） 215,000 266,000 
740,000

※ 386,000 
388,000 

430,000
※ 298,000 

170,000 



(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所の公表によるものであります。 

  

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 250,000 216,000 268,000 237,000 223,000 207,000 

最低（円） 198,000 170,000 193,000 196,000 193,000 177,000 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役会長 － 伊従 勝 昭和21年10月15日生

昭和50年４月 株式会社エイテック設立 

（注）４ －

平成元年３月 株式会社コーエー入社 

平成４年６月 同社取締役デザイン部長 

平成７年４月 同社取締役ＳＰ本部長 

平成８年４月 同社常務取締役ＳＰ本部長 

平成13年６月 同社専務取締役ＳＰ本部長 

平成15年６月 当社取締役 

平成16年４月 株式会社コーエー取締役副

社長 

平成17年６月 同社代表取締役副社長 

平成18年４月 同社代表取締役執行役員会

長 

  当社取締役会長（現任） 

平成19年４月 株式会社コーエー代表取締

役執行役員会長兼社長 

平成19年６月 同社代表取締役執行役員会

長（現任） 

代表取締役社
長 

営業部門統括 小林 伸太郎 昭和26年４月20日生

昭和49年４月 伊藤忠商事株式会社入社 

（注）４ －

平成２年６月 株式会社横浜そごう入社 

平成16年４月 株式会社コーエー入社 

平成16年６月 同社ゲームシティ本部副本

部長 

平成18年４月 当社入社 

常務執行役員GAMECITY・メ

ディア営業統括 

平成18年６月 当社常務取締役 

平成19年６月 当社代表取締役社長（現

任） 

株式会社コーエー取締役

（現任） 

常務取締役 管理部門統括 河野 一郎 昭和27年５月30日生

昭和51年４月 株式会社北海道拓殖銀行入

行 

（注）４ ４

平成10年11月 中央信託銀行株式会社入行 

平成16年４月 当社入社営業１部長 

平成17年１月 当社執行役員営業１部長兼

営業２部長 

平成17年６月 当社常務執行役員営業１部

長兼営業３部長 

平成18年４月 当社常務執行役員営業統括 

平成18年６月 当社常務取締役（現任） 

取締役 － 松原 健二 昭和37年２月16日生

昭和61年４月 株式会社日立製作所入社 

（注）４ －

平成９年８月 日本オラクル株式会社入社 

平成13年12月 株式会社コーエー入社 

平成14年１月 同社執行役員ソフトウエア

４部長 

平成19年４月 同社専務執行役員 

平成19年６月 当社取締役（現任） 

株式会社コーエー代表取締

役執行役員社長（現任） 



 （注）１．監査役の森谷享右、大内卓の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．平成16年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

３．平成17年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

４．平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 商品部長 大野 雅良 昭和24年４月８日生

昭和48年４月 株式会社新東西入社 

（注）４ 37

昭和63年11月 株式会社コーエー入社 

平成９年11月 当社へ出向 

平成12年４月 当社へ転籍 執行役員商品

部長 

平成19年６月 当社取締役商品部長（現

任） 

常勤監査役 － 倉重 郁雄 昭和14年４月６日生

昭和39年４月 株式会社横浜銀行入行 

（注）２ －平成13年５月 当社顧問 

平成13年６月 当社常勤監査役（現任） 

監査役 － 森谷 享右 昭和27年５月13日生

昭和51年４月 東京証券取引所入所 

（注）３ 80

平成元年６月 ニューヨーク事務所所長 

平成４年６月 上場部上場審査室主任上場

審査役 

平成10年９月 株式会社テイクオフプラン

ナー（旧社名 株式会社テ

ィーオーピー）代表取締役

（現任） 

平成11年６月 当社監査役（現任） 

  株式会社コーエー監査役

（現任） 

監査役 － 鳥居 勉 昭和12年１月27日生

昭和30年３月 シャープ株式会社入社 

（注）３ 112

平成９年３月 日本デクスタ株式会社常務

取締役 

平成10年１月 当社常務取締役 

平成10年４月 当社専務取締役 

平成12年４月 当社取締役副社長 

平成14年６月 当社監査役（現任） 

監査役 － 大内 卓 昭和16年５月21日生

昭和39年４月 株式会社横浜銀行入行 

（注）３ －

昭和53年10月 同行香港駐在員事務所所長 

昭和55年７月 横浜アジアリミテッド

（HK）副社長 

昭和58年11月 横浜銀行御幸支店長 

昭和63年８月 浜銀総合研究所国際部長 

平成元年５月 ナショナルオーストラリア

銀行東京支店上席副支店長 

平成14年３月 株式会社光優管理部長 

平成14年10月 株式会社光優イーグルバイ

ン管理部長 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

        計   233



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社では、市場環境の変化に迅速かつ適切に対応するための経営組織の構築、経営の透明性を確保するための体制の確立及び

コンプライアンス経営の徹底が最重要施策であると考え、コーポレート・ガバナンスの充実に努めております。 

  

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の基本説明 

・取締役会 

取締役会は、取締役５名（平成19年３月31日現在）で構成されております。また、取締役会は原則月１回開催され、社外監

査役２名を含む監査役４名も出席し、取締役会規程に定められた事項について審議し、決議、報告を行っております。 

・経営会議 

経営会議は、取締役、執行役員及び監査役が出席して開催されており、取締役会の決定に基づき、経営に関する全般的事項

を協議決定しております。 

・執行役員制度 

当社は、執行役員制度を導入し、迅速な経営判断と適切な職務執行を行える体制づくりに取り組んでおります。なお、平成

19年３月31日現在の執行役員は２名であります。 

・監査役会 

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は常勤監査役１名及び非常勤監査役３名（うち社外監査役２名）の計４名（平

成19年３月31日現在）で構成されております。監査役会は定期的に開催され、監査方針、監査計画等について協議及び決議

しております。 

  

当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況図は以下のとおりであります。 

 
  

 



②会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役は、当社のその他の取締役、監査役との間に人的関係はありません。 

社外監査役森谷享右氏は、当社の株式を80株保有しております。 

  

③内部統制システムの整備の状況 

 当社におきましては、業務全般にわたる諸規則を網羅的に整備、文書化しており、この諸規則のもとで各役職員が権限と

責任を持って業務を遂行しております。内部統制の有効性及び実際の業務遂行状況については、監査部が全部門を対象に業

務監査を計画的に実施しており、監査結果を監査役会及び社長に報告しております。被監査部門に対しては、監査結果報告

に基づき、改善事項の指摘・指導を行い、監査後は改善の進捗状況を定期的に報告させることにより、実効性の高い内部統

制システムを整えております。 

  

④内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査につきましては、社長直轄の組織である監査部（部員１名）により、各部業務の適正性に関する厳正な内部監査

が実施されております。 

 監査役監査につきましては、各監査役が監査方針及び監査計画に基づき、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の業

務執行について監査しております。また、内部監査及び監査役監査におきましては、会計監査人による会計監査と相互に連

携を図っております。 

  

⑤会計監査の状況 

会計監査につきましては、あずさ監査法人に依頼し、公正かつ適正な監査が実施されております。 

当事業年度の会計監査体制は、以下のとおりであります。 

 （注）１ 継続監査年数は、７年以内であるため、記載を省略しております。 

２ 会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士３名、会計士補等４名、その他３名であります。 

  

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 業務執行において発生した事項については、毎週開催される経営会議において報告され、対応策の協議、判断を行っており

ます。これらの状況は取締役会にて報告・承認され、必要な対処の社内外への指示、関係機関への報告、情報開示等を迅速に

行う体制を構築しております。 

 また、リスク管理体制の一環として、当社では平成17年４月の個人情報保護法の施行に先駆け個人情報保護規程を整備し、

社員教育や業務システムの改善などを実施しております。 

  

(3）施策の実施状況 

 当事業年度においては、取締役会を20回開催し、法令及び定款に定められた事項ならびに重要な業務に関する事項について

決議したほか、経営会議を47回開催し、経営に関する重要事項を協議決定いたしました。 

 また、監査役会を７回開催し、監査方針及び監査計画等を協議決定いたしました。なお、各監査役は、監査方針及び監査計

画に基づき、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の業務遂行について監査いたしました。 

 企業情報の開示については、アナリスト向けに決算説明会及び中間決算説明会を開催したほか、四半期決算開示を実施いた

しました。また、これらの決算情報及び各種プレスリリース等については、個人投資家の方々に対する情報の公平性確保のた

め、当社ウェブサイト上で適切かつ迅速に開示いたしました。 

  

(4）役員報酬の内容 

社内取締役に対する報酬                 38百万円 

監査役に対する報酬                   11百万円 

（注） 利益処分による役員賞与金及び使用人兼務役員に対する使用人給与相当額は含まれておりません。 

 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 継続監査年数 

指定社員 
業務執行社員 

沖 恒弘 
あずさ監査法人 －（注） 

湯口 豊 



(5）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   ８百万円 

（注） 上記以外の報酬は発生しておりません。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平成

18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度

（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金     132,355 543,440 

２ 売掛金     2,835,792 4,578,288 

３ 有価証券     401,545 1,350,482 

４ 商品     797,191 339,921 

５ 貯蔵品     915 553 

６ 前渡金     82,885 ─ 

７ 前払費用     11,828 4,172 

８ 繰延税金資産     123,178 151,456 

９ その他流動資産     49,392 61,918 

10 貸倒引当金     △7,941 △12,362 

流動資産合計     4,427,144 62.4 7,017,871 72.0

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1）建物   800 800  

減価償却累計額   760 40 760 40 

(2）車両運搬具   5,081 5,081  

減価償却累計額   4,470 610 4,632 448 

(3）工具、器具及び備品   28,648 27,970  

減価償却累計額   20,411 8,236 22,135 5,834 

有形固定資産合計     8,887 0.1 6,323 0.1

２ 無形固定資産      

(1）商標権     41 26 

(2）ソフトウェア     9,957 － 

(3）電話加入権     3,150 3,150 

無形固定資産合計     13,149 0.2 3,176 0.0



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３ 投資その他の資産      

(1）投資有価証券     2,545,890 2,680,096 

(2）出資金     10 10 

(3）破産更生債権等 ※３   － － 

(4）長期前払費用     396 130 

(5）繰延税金資産     93,458 28,455 

(6）敷金保証金     4,841 6,096 

投資その他の資産合計     2,644,596 37.3 2,714,788 27.9

固定資産合計     2,666,633 37.6 2,724,288 28.0

資産合計     7,093,778 100.0 9,742,160 100.0

       

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１ 買掛金 ※２   2,714,470 5,002,294 

２ 未払金     73,503 131,334 

３ 未払費用     9,916 13,347 

４ 未払法人税等     297,533 298,205 

５ 未払消費税等     11,047 31,480 

６ 前受金     13,702 12,003 

７ 預り金     3,560 3,788 

８ 賞与引当金     19,043 18,173 

９ ポイント値引引当金     16,096 12,928 

10 役員賞与引当金     － 4,945 

11 その他流動負債     2,234 2,876 

流動負債合計     3,161,108 44.5 5,531,377 56.8

Ⅱ 固定負債      

１ 退職給付引当金     61,288 66,819 

２ 役員退職慰労引当金     36,785 36,635 

３ 預り保証金     112,094 108,902 

固定負債合計     210,168 3.0 212,357 2.2

負債合計     3,371,277 47.5 5,743,735 59.0



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※１   967,900 13.6 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   167,600 －  

資本剰余金合計     167,600 2.4 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   74,375 －  

２ 任意積立金      

(1）特別償却準備金   610 －  

３ 当期未処分利益   2,586,055 －  

利益剰余金合計     2,661,041 37.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    △74,040 △1.0 － －

資本合計     3,722,500 52.5 － －

負債資本合計     7,093,778 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金     － － 967,900 9.9

２ 資本剰余金      

(1）資本準備金   － 167,600  

資本剰余金合計     － － 167,600 1.7

３ 利益剰余金      

(1）利益準備金   － 74,375  

(2）その他利益剰余金      

特別償却準備金   － 146  

繰越利益剰余金   － 2,767,907  

利益剰余金合計     － － 2,842,428 29.2

株主資本合計     － － 3,977,928 40.8

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差
額金 

    － － 20,495 

評価・換算差額等合計     － － 20,495 0.2

純資産合計     － － 3,998,424 41.0

負債純資産合計     － － 9,742,160 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     16,009,059 100.0 14,315,795 100.0

Ⅱ 売上原価      

１ 期首商品たな卸高   672,471 797,191  

２ 当期商品仕入高 ※１ 14,223,909 12,221,663  

合計   14,896,380 13,018,855  

３ 期末商品たな卸高   797,191 14,099,188 88.1 339,921 12,678,934 88.6

売上総利益     1,909,870 11.9 1,636,860 11.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１ 荷造発送費   216,607 190,320  

２ 販売促進費   69,662 76,193  

３ 役員報酬   32,187 50,014  

４ 従業員給料手当   239,772 235,975  

５ 従業員賞与   32,594 32,606  

６ 賞与引当金繰入額   19,043 18,173  

７ 役員賞与引当金繰入額   － 4,945  

８ 法定福利費   35,334 37,116  

９ 賃借料   50,867 50,481  

10 減価償却費   2,146 4,931  

11 支払手数料   184,099 162,470  

12 貸倒引当金繰入額   － 4,421  

13 その他   94,352 976,669 6.1 100,616 968,266 6.7

営業利益     933,201 5.8 668,594 4.7

Ⅳ 営業外収益      

１ 有価証券利息   146,682 183,954  

２ 投資有価証券売却益   40,320 －  

３ その他   6,394 193,397 1.2 9,450 193,405 1.3

       



  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用      

１ デリバティブ損失   7,302 12,456  

２ 新株発行費   1,848 －  

３ 為替差損   － 4,540  

４ その他   468 9,620 0.0 1,805 18,802 0.1

経常利益     1,116,978 7.0 843,197 5.9

Ⅵ 特別利益      

１ 貸倒引当金戻入益   7,570 7,570 0.0 － － －

Ⅶ 特別損失      

１ レンタル事業清算損   － 30,495  

２ 貸倒損失   － － － 3,932 34,427 0.3

税引前当期純利益     1,124,548 7.0 808,769 5.6

法人税、住民税及び事
業税 

  397,700 360,450  

法人税等調整額   61,258 458,958 2.8 △27,090 333,359 2.3

当期純利益     665,589 4.2 475,410 3.3

前期繰越利益     1,920,465 － 

当期未処分利益     2,586,055 － 

       



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計 

資本準備金 
資本剰余
金合計 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 967,900 167,600 167,600 74,375 610 2,586,055 2,661,041 3,796,541

事業年度中の変動額      

特別償却準備金の取崩     △231 231 － －

特別償却準備金の取崩（注）     △231 231 － －

剰余金の配当（注）     △290,370 △290,370 △290,370

役員賞与（注）     △3,652 △3,652 △3,652

当期純利益     475,410 475,410 475,410

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計（千円） － － － － △463 181,851 181,387 181,387

平成19年３月31日 残高（千円） 967,900 167,600 167,600 74,375 146 2,767,907 2,842,428 3,977,928

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） △74,040 △74,040 3,722,500

事業年度中の変動額  

特別償却準備金の取崩   －

特別償却準備金の取崩（注）   －

剰余金の配当（注）   △290,370

役員賞与（注）   △3,652

当期純利益   475,410

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

94,536 94,536 94,536

事業年度中の変動額合計（千円） 94,536 94,536 275,924

平成19年３月31日 残高（千円） 20,495 20,495 3,998,424



④【キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

１ 税引前当期純利益   1,124,548 808,769 

２ 減価償却費   2,146 7,181 

３ 賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  △48 △869 

４ ポイント値引引当金の
増減額（減少：△） 

  4,120 △3,167 

５ 退職給付引当金の増減
額（減少：△） 

  810 5,531 

６ 役員退職慰労引当金の
増減額（減少：△） 

  6,426 △150 

７ 役員賞与引当金の増減
額（減少：△） 

  － 4,945 

８ 貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △7,570 1,419 

９ 受取利息、有価証券利
息及び受取配当金 

  △148,652 △191,349 

10 投資有価証券売却損益
（益：△） 

  △40,320 42 

11 デリバティブ損益
（益：△） 

  7,302 12,456 

12 レンタル事業清算損   － 30,495 

13 売上債権の増減額（増
加：△） 

  100,175 △1,742,495 

14 たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △125,019 454,240 

15 前渡金の増減額（増
加：△） 

  △82,885 82,885 

16 仕入債務の増減額（減
少：△） 

  428,924 2,287,823 

17 未払消費税等の増減額
（減少：△） 

  △30,440 20,432 

18 未払人件費の増減額
（減少：△） 

  △466 3,431 

19 営業保証金の増減額
（減少：△） 

  △12,298 △3,192 

20 役員賞与の支払額   △7,578 △3,652 

21 その他   △20,184 73,447 

小計   1,198,989 1,848,225 



  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

22 利息及び配当金の受取
額 

  126,555 163,479 

23 法人税等の支払額   △568,654 △360,000 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  756,890 1,651,704 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

１ 定期預金の払戻による
収入 

  62,163 － 

２ 有価証券・投資有価証
券の取得による支出 

  △2,736,154 △1,905,685 

３ 有価証券・投資有価証
券の売却及び償還によ
る収入 

  2,052,322 973,463 

４ 有形固定資産の取得に
よる支出 

  △7,103 △537 

５ 無形固定資産の取得に
よる支出 

  △10,126 △18,264 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △638,899 △951,023 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

１ 短期借入金による収入   － 430,000 

２ 短期借入金の返済によ
る支出 

  － △430,000 

３ 配当金の支払額   △367,815 △289,633 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △367,815 △289,633 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  △58 37 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（減少：△） 

  △249,883 411,085 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  382,239 132,355 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 132,355 543,440 

   



⑤【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

（株主総会承認日 
平成18年６月23日） 

  

区分 
注記
番号 

金額（千円）   

Ⅰ 当期未処分利益   2,586,055  

Ⅱ 任意積立金取崩額    

１ 特別償却準備金取崩額   231 231  

合計   2,586,287  

Ⅲ 利益処分額    

１ 配当金   290,370  

２ 役員賞与金   3,652  

（うち監査役賞与金）   (381) 294,022  

Ⅳ 次期繰越利益   2,292,264  

     



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）売買目的有価証券 (1）売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定） 

同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 (1）商品 

移動平均法による原価法 同左 

  (2）貯蔵品 (2）貯蔵品 

  終仕入原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 同左 

  主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

  

  建物           ３年 

車両運搬具        ６年 

工具、器具及び備品  ３～10年 

  

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 同左 

  ただし、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年以内）に基づく定額法 

  

  (3）少額減価償却資産 (3）少額減価償却資産 

  取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、３年間均等償却に

よっております。 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 新株発行費 株式交付費 

  支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 



 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、以下の方法に基づき計上してお

ります。 

同左 

  ａ 一般債権   

  貸倒実績率法によっておりま

す。 

  

  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権

等 

  

  財務内容評価法によっておりま

す。 

  

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、次

期支給見込額のうち当期負担額を計

上しております。 

同左 

  (3）役員賞与引当金 (3）役員賞与引当金 

  ────── 役員賞与の支給に備えるため、当事

業年度における支給見込額に基づき

計上しております。 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務に

基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。 

同左 

  (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金支給内規に基づ

く期末要支給額の全額を計上してお

ります。 

同左 

  (6）ポイント値引引当金 (6）ポイント値引引当金 

  ONLINE SHOPPINGにより付与された

ポイントの使用により将来予想され

る売上値引に備えるため、過去のポ

イント使用実績率に基づき、将来使

用されると見込まれる額を計上して

おります。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金

は、手許現金及び随時引き出し可能な預

金からなっております。 

同左 



  

会計処理方法の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の処理方法 (1）消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 同左 

    

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。 

 従来の基準に基づいた場合の「資本の部」の合計金額

は3,998,424千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の「純資産の

部」については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後

の財務諸表等規則により作成しております。 

────── （役員賞与に関する会計基準） 

   当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ4,945千円減少しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （損益計算書） 

   「為替差損」は、営業外費用の合計額の100分の10を

超えることとなったため区分掲記することに変更してお

ります。 

 なお、前事業年度につきましては、営業外収益の「そ

の他」に為替差益として3,649千円を計上しておりま

す。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

  
※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式150,000株

発行済株式総数 普通株式 77,432株

※１        ────── 

   

※２ 関係会社に係る注記 ※２ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 
  

買掛金 2,614,643千円 買掛金 4,323,724千円

※３ 破産更生債権等は貸倒引当金24,032千円を相殺表

示しております。 

※３ 破産更生債権等は貸倒引当金14,698千円を相殺表

示しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社に係る注記 ※１ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 
  

当期商品仕入高 12,329,942千円 当期商品仕入高 9,087,043千円



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はございません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式 

普通株式 77,432 － － 77,432 

合計 77,432 － － 77,432 

自己株式 

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 290,370 3,750 平成18年３月31日 平成18年６月23日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 232,296 利益剰余金 3,000 平成19年３月31日 平成19年６月25日

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 132,355千円

現金及び現金同等物 132,355千円

現金及び預金勘定 543,440千円

現金及び現金同等物 543,440千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 事業の内容に照らして重要性が乏しく、リース契約１

件当たりの金額も3,000千円以下であるため、財務諸表

等規則第８条の６第６項の規定に基づき、注記を省略し

ております。 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

１ 売買目的有価証券 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１ 債券（国債・地方債等）には複合金融商品（契約額2,000千USD）が含まれており、その組込デリバティブ損失7,302千円

は損益計算書の営業外費用に計上しております。 

２ 減損処理の判断に係る基準は以下のとおりであります。 

有価証券の時価が、下記条件に合致する場合、時価が著しく下落したものと判断し、回復可能性判断基準とその他時価

に影響する諸要因を検討し、時価が回復すると合理的に判断できる場合を除いて減損処理を行う。 

①評価日において時価が簿価に対して50％以上下落した場合 

②評価日において時価が簿価に対して30％以上下落しており、かつ評価日以前３ヶ月間の平均時価が簿価に対して

30％以上下落している場合 

回復可能性判断基準 

有価証券の発行会社が債務超過である場合、または２期連続経常損失を計上している場合は、回復可能性が無いもの

として減損処理を行う。 

 

区分 
前事業年度

（平成18年３月31日） 

貸借対照表計上額 （千円） 296,589 

当該事業年度の損益に含まれた評価差額 （千円） － 

区分 

前事業年度
（平成18年３月31日） 

取得原価
（千円） 

貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券

① 国債・地方債等 292,594 327,500 34,906 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 292,594 327,500 34,906 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券

① 国債・地方債等 1,792,971 1,658,675 △134,296 

② 社債 588,750 569,729 △19,020 

③ その他 － － － 

(3）その他 100,550 94,940 △5,610 

小計 2,482,271 2,323,344 △158,927 

合計 2,774,866 2,650,845 △124,020 



３ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

1,066,108 40,320 － 

区分 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内
（千円） 

５年超10年以内
（千円） 

10年超 
（千円） 

１ 債券  

(1）国債・地方債等 104,589 640,821 786,327 604,460

(2）社債 － － － 587,350

(3）その他 － － － －

２ その他 － － － 100,000

合計 104,589 640,821 786,327 1,291,810



当事業年度（平成19年３月31日現在） 

１ 売買目的有価証券 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１ 債券（国債・地方債等）には複合金融商品（契約額2,000千USD）が含まれており、その組込デリバティブ損失12,456千

円は損益計算書の営業外費用に計上しております。 

２ 減損処理の判断に係る基準は以下のとおりであります。 

有価証券の時価が、下記条件に合致する場合、時価が著しく下落したものと判断し、回復可能性判断基準とその他時価

に影響する諸要因を検討し、時価が回復すると合理的に判断できる場合を除いて減損処理を行う。 

①評価日において時価が簿価に対して50％以上下落した場合 

②評価日において時価が簿価に対して30％以上下落しており、かつ評価日以前３ヶ月間の平均時価が簿価に対して

30％以上下落している場合 

回復可能性判断基準 

有価証券の発行会社が債務超過である場合、または２期連続経常損失を計上している場合は、回復可能性が無いもの

として減損処理を行う。 

  

 

区分 
当事業年度

（平成19年３月31日） 

貸借対照表計上額 （千円） 1,132,124 

当該事業年度の損益に含まれた評価差額 （千円） － 

区分 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

取得原価
（千円） 

貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

(1）株式 95,046 153,052 58,006 

(2）債券

① 国債・地方債等 1,036,958 1,099,933 62,975 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,132,004 1,252,986 120,981 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券

① 国債・地方債等 1,042,818 959,765 △83,053 

② 社債 588,750 587,652 △1,097 

③ その他 － － － 

(3）その他 100,550 98,050 △2,500 

小計 1,732,118 1,645,467 △86,650 

合計 2,864,123 2,898,454 34,331 



３ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

99,800 － 42 

区分 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内
（千円） 

５年超10年以内
（千円） 

10年超 
（千円） 

１ 債券  

(1）国債・地方債等 219,414 552,998 844,143 632,503

(2）社債 － － － 590,250

(3）その他 － － － －

２ その他 － － － 100,000

合計 219,414 552,998 844,143 1,322,753



（デリバティブ取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 １ 取引の状況に関する事項 

①取引の内容 ①取引の内容 

当社は、余剰資金を高い利回りで運用することを目

的として、デリバティブを組み込んだ複合金融商品

への投資を行っております。 

同左 

②取引に対する取り組み方針及び取引の利用目的 ②取引に対する取り組み方針及び取引の利用目的 

当社が利用するデリバティブは、デリバティブを組

み込んだ複合金融商品のみであります。 

同左 

③取引に係るリスクの内容 ③取引に係るリスクの内容 

デリバティブを組み込んだ複合金融商品への投資

は、債券市場価格及び為替変動によるリスクを有し

ております。なお、当社ではデリバティブ取引を信

用度の高い金融機関等と行っており、取引の相手方

の契約不履行により生じる信用リスクは極めて少な

いと認識しております。 

同左 

④取引に係るリスク管理体制 ④取引に係るリスク管理体制 

デリバティブを組み込んだ複合金融商品への投資

は、社内規程に基づき、その投資限度額を定めて厳

重に管理しております。また、当社では、資産運用

の安全確保を目的に取引部門と管理部門を明確に分

離しており、管理部門が取引の確認、ポジション管

理等を行い、デリバティブ取引に係る社内ルールの

遵守状況を確認し、内部牽制が機能するよう留意し

ております。なお、時価評価を含むポジション等の

状況は、定期的に経営陣に報告されております。 

同左 

２ 取引の時価等に関する事項 ２ 取引の時価等に関する事項 

複合金融商品の組込デリバティブ契約額等及び評価

損益は「有価証券関係」の注書きにて開示しており

ます。 

同左 



（退職給付関係） 

  

（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 １ 採用している退職給付制度の概要 

退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しており

ます。 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 
  
① 退職給付債務 61,288千円

② 退職給付引当金 61,288千円

① 退職給付債務 66,819千円

② 退職給付引当金 66,819千円

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 
  

  

① 期末退職給付引当金 61,288千円

② 目的取崩 7,982千円

③ 出向に係る給付費用の振替 △1,436千円

④ 期首退職給付引当金 △60,477千円

⑤ 退職給付費用 7,357千円

① 期末退職給付引当金 66,819千円

② 目的取崩 7,630千円

③ 転籍に伴う給付費用の引継 △4,387千円

④ 出向に係る給付費用の振替 △333千円

⑤ 期首退職給付引当金 △61,288千円

⑥ 退職給付費用 8,441千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務の算定にあたり簡便法（退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法）を採用しているため、該当ありません。 

同左 



（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

（繰延税金資産）  

貸倒引当金否認 4,046千円

未払事業税否認 23,767千円

商品評価損否認 87,386千円

その他有価証券評価差額金 49,980千円

その他 51,711千円

繰延税金資産合計 216,892千円

   

（繰延税金負債）  

特別償却準備金 △255千円

繰延税金負債合計 △255千円

繰延税金資産の純額 216,637千円

（繰延税金資産）  

貸倒引当金否認 6,088千円

未払事業税否認 25,364千円

退職給付引当金否認 26,928千円

商品評価損否認 107,178千円

その他 28,287千円

繰延税金資産合計 193,846千円

   

（繰延税金負債）  

特別償却準備金 △99千円

その他有価証券評価差額金 △13,835千円

繰延税金負債合計 △13,934千円

繰延税金資産の純額 179,912千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

  

(2）兄弟会社等 

 （注） 上記(1）～(2）の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）市場価格を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注２）近隣の取引実勢に基づいて、賃借料金を決定しております。 

（注３）取引実績に基づいて、使用料金を決定しております。 

（注４）市場価格を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

 

属性 会社名 住所 
資本金 
（千円） 

事業の内
容 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
株式会社
コーエー 

横浜市 
港北区 

9,090,815 

パッケー
ジソフト
ウェアの
製造及び
販売 

(被所有)
直接 

85.36 

兼任
４人 

商品の
仕入 

商品の仕入
（注１） 

12,329,942 買掛金 2,614,643

本社ビル等の
家賃の支払
（注２） 

16,129 前払費用 1,546

システム使用
料等 
（注３） 

86,635 未払金 9,978

属性 会社名 住所 
資本金 
（千円） 

事業の内
容 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

株式会社 
エルゴソ
フト 

横浜市 
港北区 

80,000 

パッケー
ジソフト
ウェアの
製造及び
販売 

－
兼任

２人 
商品の
仕入 

商品の仕入
（注４） 

39,772 買掛金 12,010



当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

  

(2）兄弟会社等 

 （注） 上記(1）～(2）の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）市場価格を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注２）近隣の取引実勢に基づいて、賃借料金を決定しております。 

（注３）取引実績に基づいて、使用料金を決定しております。 

（注４）市場価格を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

 

属性 会社名 住所 
資本金 
（千円） 

事業の内
容 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
株式会社
コーエー 

横浜市 
港北区 

9,090,815 

パッケー
ジソフト
ウェアの
製造及び
販売 

(被所有)
直接 

85.36 

兼任
４人 

商品の
仕入 

商品の仕入
（注１） 

9,087,043 買掛金 4,323,724

本社ビル等の
家賃の支払
（注２） 

14,845 前払費用 －

システム使用
料等 
（注３） 

70,173 未払金 20,214

属性 会社名 住所 
資本金 
（千円） 

事業の内
容 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

株式会社 
エルゴソ
フト 

横浜市 
港北区 

80,000 

パッケー
ジソフト
ウェアの
製造及び
販売 

－
兼任

１人 
商品の
仕入 

商品の仕入
（注４） 

52,400 買掛金 16,371



（１株当たり情報） 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 48,027円27銭

１株当たり当期純利益金額 8,548円63銭

１株当たり純資産額 51,637円89銭

１株当たり当期純利益金額 6,139円72銭

当社は、平成18年２月20日付で普通株式１株につき２株

の割合をもって株式分割を実施いたしました。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報につきましては、それぞれ以下のとお

りとなります。 

  

  

前事業年度 

１株当たり純資産額 44,129円22銭 

１株当たり当期純利益金額 9,793円77銭 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（千円） 665,589 475,410 

普通株主に帰属しない金額（千円） 3,652 － 

（うち利益処分による役員賞与金 
（千円）） 

(3,652) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 661,937 475,410 

普通株式の期中平均株式数（株） 77,432 77,432 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

テルストラ（TELSTRA IRS） 500,000 153,052 

計 500,000 153,052 

銘柄 券面総額
貸借対照表計上額 

（千円） 

有価証券 
その他有
価証券 

ノルウェー輸出金融公社債 
米ドル建ブラジルレアル連動債 

1,000千米ドル 122,772 

国際復興開発銀行2008年１月４日満期
債 

1,200千トルコリラ 95,586 

小計 － 218,358 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

ファニーメイ マルチコーラブル債 5,000千米ドル 587,652 

デンマーク地方自治体金融公社債 3,500千米ドル 367,448 

オランダ自治体金融公庫債 2,800千NZドル 223,132 

スウェーデン地方金融公社債 2,600千NZドル 208,595 

欧州鉄道金融公社債 2,300千豪ドル 204,457 

デンマーク地方金融公社債 2,500千NZドル 199,309 

欧州投資銀行債 11,400千南アランド 181,713 

米州開発銀行債 2,400千豪ドル 166,308 

国際復興開発銀行2009年２月６日満期
債 

1,200千トルコリラ 100,755 

ドイツ農林金融公庫債 6,000千南アランド 98,130 

ノルウェー輸出金融公社債 
米ドル建トルコリラ連動債 

1,000千米ドル 91,488 

小計 － 2,428,993 

計 － 2,647,351 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 

（千円） 

有価証券 
売買目的
有価証券 

大和証券エス・エム・ビー・シー㈱
フリーファイナンシャルファンド 

1,120,383,786 1,120,383 

野村證券㈱ノムラ外貨ＭＭＦ（ＮＺド
ルＭＭＦ） 

－ 11,740 

小計 － 1,132,124 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

Ｎ－Ｒグローバル・フューチャーズ・
ファンドⅣ 

10,000 98,050 

小計 － 98,050 

計 － 1,230,174 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） ソフトウェアの当期減少額にはレンタル事業清算損27,103千円が含まれております。 

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 財務諸表等規則第125条の規定により記載を省略しております。 

  

 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産    

建物 800 － － 800 760 － 40

車両運搬具 5,081 － － 5,081 4,632 162 448

工具、器具及び備品 28,648 537 1,215 27,970 22,135 2,885 5,834

有形固定資産計 34,529 537 1,215 33,851 27,527 3,047 6,323

無形固定資産    

商標権 150 － － 150 123 15 26

ソフトウェア 10,126 21,264 31,391 － － 4,118 －

電話加入権 3,150 － － 3,150 － － 3,150

無形固定資産計 13,426 21,264 31,391 3,300 123 4,133 3,176

長期前払費用 555 － 320 235 105 266 130



【引当金明細表】 

 （注）１ 貸倒引当金（流動）の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替戻入額であります。 

２ 貸倒引当金（固定）の当期増加額は、貸倒発生に伴う繰入額であります。 

３ 貸倒引当金（固定）の当期減少額「その他」は、債権回収に伴う戻入額であります。 

４ 貸倒引当金（固定）については、貸借対照表上、破産更生債権等から控除して表示しております。 

  

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金（流動） 7,941 12,362 － 7,941 12,362

貸倒引当金（固定） 24,032 7,597 13,266 3,664 14,698

賞与引当金 19,043 18,173 19,043   18,173

ポイント値引引当金 16,096 12,928 16,096   12,928

役員賞与引当金 － 4,945 － － 4,945

役員退職慰労引当金 36,785 6,134 6,285   36,635



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

 

区分 金額（千円）

現金 295 

預金 

普通預金 541,402 

別段預金 545 

郵便貯金 1,196 

預金計 543,144 

合計 543,440 

相手先 金額（千円）

株式会社ゲオ 846,554 

株式会社ヤマダ電機 353,275 

株式会社ヨドバシカメラ 313,272 

株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ 305,894 

株式会社ハピネット 287,457 

その他 2,471,833 

合計 4,578,288 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率
（％） 

滞留期間 
（日） 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ) 

──────
(Ａ) ＋ (Ｂ)

× 100 

(Ａ) ＋ (Ｄ) 
────── 

２ 
────── 

(Ｂ) 
───── 

365 

2,835,792 15,308,336 13,565,840 4,578,288 74.8 88.4 



③ 商品 

  

④ 貯蔵品 

  

⑤ 買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 金額（千円）

家庭用ビデオゲームソフト 314,053 

パソコンソフト 18,981 

その他 6,885 

合計 339,921 

区分 金額（千円）

信用調査チケット 503 

その他 50 

合計 553 

相手先 金額（千円）

株式会社コーエー 4,323,724 

株式会社バンダイナムコゲームス 449,423 

アイディアファクトリー株式会社 110,630 

株式会社ラッセル 20,767 

株式会社ソニー・コンピュータエンタテインメント 20,401 

その他 77,347 

合計 5,002,294 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

 （注） 当社は、端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。 

  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

1,000株券 
 100株券 
  10株券 
  １株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公
告による公告ができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方
法とする。 
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは以
下のとおり。 
http://www.koeinet.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 

(1）有価証券報告書及びその添付
書類 

事業年度 
（第14期） 

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日 

平成18年６月23日 
関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 
（第15期中）

  
自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日 

平成18年12月22日 
関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成18年６月23日

株式会社 コーエーネット 

（登記社名：株式会社光栄ネット） 
  

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 沖 恒弘   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 湯口 豊   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コーエーネットの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社コーエーネットの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成19年６月22日

株式会社 コーエーネット 

（登記社名：株式会社光栄ネット） 
  

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 沖 恒弘   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 湯口 豊   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コーエーネットの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社コーエーネットの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 
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